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要  望  書 

 

第１ 要望の趣旨 

令和８年度予算編成において、別紙要望書１乃至４記載の 

当連合会構成団体が求める各要望を実現するための概算要求を

することを求める。 

 

第２ 要望理由 

当連合会は、「地域司法充実のための裁判所の基盤整備」と「国の予算

における裁判所予算の拡充」の実現を主たる目的とし、国の関係機関へ

の要望活動、議員連盟等への要望活動・意見交換、裁判所の基盤整備に

向けた提言、国民に向けた情報発信等の活動を行う団体として、令和７

年３月４日に設立しました。当連合会は、規約上、「地域の自治体と各種

団体等とで構成された地域司法充実のための協議会」であることを構成

員の要件としており、民意に裏付けされた活動を行っています。 

裁判所は、誰もが利用できる施設であり、実際に利用する際には、当

事者や関係者にとって人生の大きな分岐点となり得る重要な権利を扱う

公的機関です。地域住民にとって、地域の裁判所は、人生の重要局面に

おいて生活圏内で紛争解決手続を利用できる地域のライフラインです。 

しかし、全国には、裁判所をはじめとする地域の司法基盤に多種多様
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な課題が存在します。それらの課題を解決するため、地方自治体議会や

弁護士会等が改善を求める決議をしたり、地域によっては地方自治体と

関連団体等が協議会を設立して要望活動等もしてきましたが、依然とし

て、地方の司法基盤には拭いがたい地域格差が生じています。 

この地域格差を解消するためには当然予算を要しますが、裁判所予算

は、国家三権の一つである司法権を支えるものでありながら、国の予算

全体に占める割合は１％にも満たず、長年にわたり僅か０．３％台で推

移し、近年では０．３％も割り込む状況です。 

各地からは、貴庁に対して、それぞれの社会事情に応じた要望を繰り

返し行っていますが、貴庁からの国に対する予算要求は過度に抑制的で

あると言わざるを得ず、現行の裁判所予算では抜本的解決が望めない状

況にあります。 

人々が安心して地方で暮らすためには、生活環境として各地域に必要

な公的施設が整っていることが必要です。近時の法改正に伴う親子関係・

夫婦関係・高齢者福祉関係等に係る各種制度の今後の運用を考えれば、

益々、地域の裁判所は地域住民にとって必要性の高いライフライン・重

要な社会的インフラであるといえ、子どもから高齢者に至るまで、住民

にとって享受すべき諸権利が十分に保障された裁判所が地方にも必要で

す。 

特に、当連合会の各構成団体は、住民の人権保障は勿論のこと、自ら

の地域の実情に応じた真の地方創生を実現するために、地域司法の充実

を目指して活動しています。これらの活動は、地元自治体ひいては地元
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住民等によって支えられているものであり、貴庁におかれましては、当

連合会各構成団体の各要望内容については、司法民主化の一環として優

先的に令和８年度事業として計画していただき、その実現に必要十分な

概算要求をしていただくことを切に要望いたします。 

以上  

 

 

地域司法充実のための協議会連合会 

会長  佐久広域連合長  栁 田 清 二 
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要  望  書 

 

第１ 要望趣旨 

１ 長野地方・家庭裁判所佐久支部庁舎に、早急にエレベータ

ーを設置すること。 

２ 長野家庭裁判所佐久支部に、家庭裁判所調査官を直ちに常

駐させること。 

３ 長野家庭裁判所佐久支部において、早期に少年審判の取り

扱いを開始すること。 

 

第２ 要望理由 

１ エレベーターの設置について 

（１）長野地方・家庭裁判所佐久支部（以下「佐久支部」という）庁舎は、

法廷が２階にあるにもかかわらず、県内支部において唯一エレベー

ターが設置されておらず、利用者にとって不便・危険であることは勿

論、特に障害者（日常生活において継続的に相当な制限を受けている

高齢者を含む）が裁判手続等の直接・間接の参加者になる場合の司法

アクセスが十分に保障されているとは言えない状況にあります。 

（２）不都合事例として、「松葉杖を利用している当事者がとても苦労し

ていた」「人生の一大事で裁判所に来ているという意識も相俟って、

普段階段を避けている高齢者等が無理をして階段を上ってしまうこ
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とが日常的にある。その方が、階段を下る際には更に危険」「２階で

救急車を呼ぶ事態になった時、エレベーターがないため、ストレッチ

ャーが２階に運べず、階段では担架でも運べず大変だった」「交通事

故事件の在宅被告人が、自らも事故の後遺症で歩行に難があったが、

何とか２階の法廷まで上り、帰りも何とか階段を下り切ったが、体力

を使い果たし、最後は裁判所の植え込みの中にもんどりうって倒れ

込んでしまった」「被告人の家族が足の不自由な方であったが、身内

が被告人として迷惑をかけているという後ろめたさもあり、職員の

手も借りずに２階まで無理をして上ってしまい、２階の長椅子に倒

れ込み、しばらく起き上がれなかった」「乳児を連れたお母さんにと

っても不便で危険」「妊娠中の裁判官や怪我をした書記官などが、重

い記録を手に階段を上り下りするのは非常に危険」「ＤＶ等のケース

で調停の部屋を１階と２階に分けて行う際、高齢の調停委員が記録

を持って階段で何度も移動しなければならない」等々の不都合事例

が報告されています。 

（３）貴庁からは、３階建て以上の庁舎へのエレベーター設置は全て終え

たものの、「２階建て庁舎については新庁舎への建替えの機会でない

限りはエレベーターを設置しない」という方針を伺っています。しか

しながら、そのような方針では、裁判所庁舎の建替えが年間で１～２

庁舎程度しかなされていないという実情を考えれば、全国的なバリ

アフリー化が叶うのは数十年から１００年も先になる計算となり、

先進国のバリアフリー対策とは思えません。この実情は、我が国が批

准する障害者の権利に関する条約（以下「国連障害者権利条約」とい
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う）に違反し、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律の趣旨にも反すると言わざるを得ません。 

（４）国連障害者権利条約第１３条１項は、障害者の司法へのアクセス

（access to justice）について、次のように規定しています。 

  １ 締約国は、障害者が全ての法的手続（捜査段階その他予備的な段

階を含む）において直接及び間接の参加者（証人を含む）として効

果的な役割を果たすことを容易にするため、手続上の配慮及び年

齢に適した配慮が提供されること等により、障害者が他の者との

平等を基礎として司法手続を利用する効果的な機会を有すること

を確保する。 

   この条項は、締約国の義務として「障害者が他の者との平等を基礎

として」司法手続を効果的に利用できるようにすること、そのために

「手続上の配慮」をすべきことが定められています。これは、障害者

がそうでない者との比較において同等の条件で司法にアクセスでき

る措置（ギャップを埋める措置）をとることを、その費用の負担まで

含めて締約国の義務として定めたものです。本条項は、障害者が裁判

の当事者になった場合のみならず、広い意味での司法手続において、

直接・間接の参加者（participants）として関与する場合まで含めて

います。 

しかも、国連障害者権利条約第９条が、公衆に開放・提供される施

設及びサービスへの障害者のアクセスに関して「適当な措置」をとる

べきことを定め、その費用については「合理的配慮（reasonable 

accommodation）」＝「均衡を失した又は過度の負担を課さない」範囲
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という限定を設けているのに対して、国連障害者権利条約第１３条

１項の「手続上の配慮」には、このような限定が課されていません。

前記「合理的配慮」が司法分野において特化されたものが「手続上の

配慮」であると解されています。 

このように、特に司法分野において障害者への「手続上の配慮」が

重視されるのは、障害者の地位や権利に争いがある場合、究極的には

司法の判断を仰がざるを得ませんが、その司法へのアクセスが不十

分であれば、障害者の地位も権利も画餅に帰してしまうからです。 

（５）いみじくも、国連障害者権利条約第１３条は、我が国日本のイニシ

アティブで条約に盛り込まれたものです。それにもかかわらず、我が

国においては、全国に２０３ある地方・家庭裁判所支部のうち、２階

建て庁舎８５支部にはエレベーターが設置されておらず、独立簡易

裁判所等も含めると全国で２４６もの庁舎がエレベーター未設置

（いずれも令和５年７月１１日時点）となっています。 

   むしろ、我が国においても、行政関連施設に関しては、各地の法務

局や公民館などは２階建てであっても殆どエレベーター設置がなさ

れている中で、「合理的配慮」の制限がない裁判所において、最も基

本的な物理的バリアフリー化すら不十分であるというのは必要な予

算要求がなされてこなかったからに他なりません。既に、国連障害者

権利条約の締約国では、物理的バリアフリーの除去は当然として、視

覚障害者への情報提供、手話通訳者・筆記者の選任・立ち会い権、知

的障害の特性を十分に理解した付添人による支援を受ける権利等々

ソフト面におけるバリアフリー化の充実に議論が移る中で、日本の
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裁判所が物理的バリアフリーすら実現できていないことは由々しき

問題です。 

（６）令和４年９月９日の国連障害者権利委員会の日本に対する総括所

見においても、日本政府に対して、「 特に、ユニバーサルデザインに

より、裁判所、司法及び行政施設への利用の容易さ（アクセシビリテ

ィ）を確保し、障害者が、他の者との平等を基礎として、司法手続を

ひとしく利用する機会を保障すること。」という内容の勧告（第３０

項）がなされており、裁判所が真っ先に掲げられている状況です。 

国連障害者権利条約の遵守義務は、国家機関だけでなく地方自治

体も負っているものであり、佐久支部管内１１市町村で構成する佐

久広域連合を構成員とする当協議会としては、その義務を踏まえて、

貴庁に対し佐久支部庁舎へのエレベーター設置の要請を再三再四行

い、過去には貴庁に対し寄付金提供の打診までして、地元からの強い

要望をお伝えしてきました。しかしながら、今なおバリアフリー化の

最初の一歩ともいうべきエレベーター設置が叶わない状況です。 

幸いにも佐久支部の敷地は十分な広さがあり、庁舎に隣接してエ

レベーター棟や別棟を建てることも十分可能です。つきましては、佐

久支部庁舎にエレベーター棟を増設するか、あるいは大法廷・少年審

判廷・調査官室等を備えたエレベーター付きの別棟を建設し、２階部

分で現庁舎と繋ぐといった方法により、早急にバリアフリー化を実

現していただくことを改めて切に要望いたします。 

 

２ 家庭裁判所調査官の常駐について 
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 （１）長野県発表の「令和６年中の長野県の年間人口増減」によれば、

佐久支部の管内人口は、令和７年１月１日時点で２０１，３３３人

であり、県内６支部の中では３番目に多い状況です。佐久支部管内

は広大で１１市町村が存在しますが、そのうち、８市町村において

は人口社会増を記録（小諸市８１人増、佐久市５０３人増、小海町

１８人増、南相木村８人増、北相木村３人増、軽井沢町３３４人

増、御代田町３１１人増、立科町４５人増）、管内全体で１３０３

人もの人口社会増を記録し、前回、令和５年の統計における５市町

村１１６９人の人口社会増から更に良好な数値を示しています。 

（２）また、家事新受件数及び家事調停数を見ても、佐久支部は令和５

年の家事新受件数２，１６９件、家事調停数２４０件と、いずれも

県内６支部で３番目に多い状況にあります。それにもかかわらず、

家庭裁判所調査官（以下「家裁調査官」という）が常駐していない

状況が続いています（長野本庁６名、松本支部５名、上田支部５

名、伊那支部２名、飯田支部２名、諏訪支部１名が常駐）。 

 

＜長野本庁・支部別の管内人口、家事新受事件及び家事調停数、常駐調査官数（R1～R5）＞ 

 管内人口 

(R7.1.1) 

件数(調停) 

【R1】 

件数(調停) 

【R2】 

件数(調停) 

【R3】 

件数(調停) 

【R4】 

件数(調停) 

【R5】 

調査

官 

長野本庁 505,007 人 3,882(497) 3,987(435) 4,379(498) 4,290(485) 4,550(552) ６ 

松本支部 493,411 人 4,466(546) 4,688(566) 5,057(554) 4,368(480) 4,573(513) ５ 

上田支部 258,640 人 2,425(271) 2,559(274) 2,483(287) 2,494(249) 2,775(248) ５ 

佐久支部 201,333 人 1,703(206) 1,781(212) 2,072(234) 2,090(191) 2,169 (240) ０ 

諏訪支部 186,914 人 1,460(205) 1,519(180) 1,528(155) 1,499(177) 1,571 (189) １ 

伊那支部 174,290 人 1,509(167) 1,737(163) 1,671(149) 1,767(146) 2,112 (178) ２ 

飯田支部 147,372 人 1,292(164) 1,398(150) 1,319(139) 1,260(131) 1,337 (169) ２ 
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（３）そのため、佐久支部においては、「子どもの意向が確認されずに

親権者や面会交流条件が決まってしまうことが多い」「調停に家裁

調査官が入ってもらう際、家裁調査官の都合がつきづらく、期日が

空転することがある」「公用車もなく、南佐久への調査には鉄道や

バスを利用することになるが、時間もかかり負担が多く、填補調査

官による家庭訪問などの調査が減っているように思う」「意思疎通

が難しい人などの調停の際に、調停委員がすぐに家裁調査官の応援

を頼むことができない」「填補される家裁調査官は、普段は佐久支

部にいないために声もかけにくく、調停委員も気軽に相談できな

い」「成年後見の受理面接のとき、家裁調査官の都合がつかずに先

送りされたケースがあった」「佐久支部で調停を行った事件にもか

かわらず、履行勧告が上田支部の家裁調査官から郵送され、『今度

は上田でも訴えられた』などと困惑して相談に来る方がいる」等々

の不都合事例が報告されています。 

 （４）佐久地域の子ども達を取り巻く環境を見ると、平成２７年４月に佐

久支部庁舎最寄りの児童数１０００名を超えるマンモス校であった

岩村田小学校を二分して佐久平浅間小学校を分離新設しましたが、

近年の両校の児童数合計は１３００人を超え、令和６年の佐久平駅

周辺の高齢化率は１７.５％を記録しています（長野県平均３３．

１％、全国平均２９.１％）。 

また、佐久児童相談所における児童虐待相談数は平成２２年には

９７件でしたが令和元年度の統計では４００件を超え、令和５年に
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は４２５件に増加しています。児童虐待根絶のために家裁調査官と

佐久児童相談所職員とが日常的に速やかに連携できる体制整備は、

従前からの佐久児童相談所の切実な要望となっており、「児童相談

所は上田支部管内にはなく佐久市にあり、佐久支部に家裁調査官が

いないことによって連携に不都合が生じる」といった声も聞かれ、

長野「県」も、佐久広域連合も、佐久支部管内の全ての自治体も、

佐久支部への家裁調査官常駐を再三にわたり求めています。 

 

＜佐久児童相談所の令和５年までの児童虐待相談件数＞（長野県統計） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

97 118 114 179 248 283 325 289 268 412 394 386 390 425 

 

（５）まして、令和８年に共同親権制度が導入されれば、親権にまつわる

家事事件が増大することは必至といえます。令和６年には衆参両院

の法務委員会において「民法等の一部を改正する法律案に対する附

帯決議」がなされ、その中で「改正法により家庭裁判所の業務負担の

増大及びＤＶ・虐待のある事案への対応を含む多様な問題に対する

判断が求められることに伴い、家事事件を担当する裁判官、家事調停

官、家庭裁判所調査官等の裁判所職員の増員及び専門性の向上、調停

室や児童室等の物的環境の充実、･･･子が安心して意見陳述を行うこ

とができる環境の整備など、必要な人的・物的な体制の整備に努める

こと」とされ、この点について、政府及び最高裁判所は格段の配慮を

しなければならないことが明記されました。 
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（６）家裁調査官は子どもの権利保障のために家庭裁判所において必須の

専門職であり、本来は全ての家裁支部に常駐すべきです。特に、両親

の離婚等に伴う環境変化は、子どもの人生にとって一大事といえる

場面であり、親権者や面会交流条件の決定の際に、調査官調査等を介

して子どもの意見表明権、意見を聴かれる権利（子どもの権利条約第

１２条）を実質的に保障することは、子どもの最善の利益を第一義的

に考慮する（同条約第３条）ために有効な手続です。 

とりわけ、上述した佐久地域の社会状況に鑑みれば、佐久支部管内

は子どもに関係する家事事件等が継続的に発生する可能性が非常

に高い地域であって、佐久支部は他の家裁調査官非常駐支部にも先

んじて常駐が実現されるべき支部であり、直ちに常駐配置を求めま

す。 

  

３ 少年審判の取扱いについて 

（１）佐久支部は長野本庁及び県内６支部の中で、唯一少年事件を取り

扱っていません。これまで裁判所からは「少年事件を取扱う支部につ

いては、地方裁判所及び家庭裁判所支部設置規則第３条に基づき、事

件数、交通機関の便、押送を含む身柄付送致事件の処理態勢、少年鑑

別所や保護観察所等の関係機関との距離などを総合的に勘案して各

家裁が定めているところであるが、長野家裁ではこのような諸事情

を勘案し、佐久支部では少年事件を取り扱わないものとし、佐久支部

の少年事件は上田支部が取り扱うものと定めている。」といった回答

が続いてきました。 
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（２）「事件数」について、長野家裁によれば、上田支部に係属する少

年事件のうち、事件発生地が佐久支部管内の事件数についての統計

は取っていないとのことですが、人口比や長野県警発表の刑法犯検

挙状況等から推察するに、約半数は佐久支部管内で発生した事件と

いえます。法曹関係者からは「佐久支部で発生した事件の方が多いの

ではないか」という声も従前からよく聞かれるほどです。 

 

＜長野本庁・支部別少年新受事件数（R1～R5）＞ 

 管内人口 

(R7.1.1) 

件数 

R1 

件数 

R2 

件数 

R3 

件数 

R4 

件数 

R5 

５年間 

事件数 

長野本庁 505,007 人 173 118  99 104 113 607 

松本支部 493,411 人 156 128 155 92 158 689 

上田支部 

佐久支部 

258,640 人 

201,333 人 

145 97 80 83 80 485 

諏訪支部 190,277 人 56 55  40 29 40 220 

伊那支部 177,169 人 34 26 24 26 22 132 

飯田支部 151,441 人 32 32 26 37 32 159 

合計 2,016,200 人 596 456 424 371 445 2,292 

 

全国的に年々減少を続けてきた少年事件ですが、近年、増加傾向に

転じています。少なくとも、佐久支部は全国の同規模の他支部に比べ

ても、少年事件数が少ないということはありません。 

（３）次に「交通機関の便」についてですが、佐久支部管内から上田支

部庁舎までの交通機関の便は良いとはいえません。 

ア 佐久支部庁舎は、佐久支部管内の中では上田に近い北部に位置

するため、両庁舎の位置関係だけを判断要素にすべきではありま

せんが、ひとまず両庁舎間で考えても一般道利用で約３０㎞あり、
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自動車移動で５０分程度を要します。まして、南佐久地域の川上村

役場から上田支部庁舎までは一般道利用で約８０㎞あり、２時間

程度を要し、有料高速道路を利用しても約１時間半を要します。 

イ 他方、鉄道利用を考えてみると、佐久支部庁舎から佐久平駅まで

は徒歩約１５分、上田駅から上田支部までは徒歩約２０分を要し、

新幹線を利用しても都合１時間程度は要する上に高額の新幹線料

金も負担することになるため、佐久地域の住民が上田支部庁舎に

赴くのに新幹線を使用するという方は通常いません。 

ウ また、填補される調査官等は在来線を利用して上田支部庁舎か

ら佐久支部庁舎まで移動していると思われますが、徒歩、電車（乗

り換えあり）、バス（ないし徒歩）で都合１時間３０分程度はかか

り、交通の便が良いとは到底いえません。上田地域に近い佐久地域

北部に位置する佐久支部庁舎で考えても、これだけ交通の便は悪

いのであり、まして、佐久地域南部に位置する川上村役場から上田

支部庁舎まで在来線利用で行こうとすると２時間３０分から３時

間程度を要します。他の南佐久郡の町村においても、在来線利用で

上田支部まで２時間以上を要する住民が大半です。 

エ そのため、法曹関係者や南佐久地域を中心とした自治体関係者

からは「南佐久地域の住民にとって、上田まで行くのは一日仕事で

ある」「審判や調査の都度、遠方の上田支部庁舎まで赴かなければ

ならず、経済的・時間的負担が大きい」「上田支部までは行けない

ということで保護者が審判に来なかったケースがある」「上田支部

や少年鑑別所が遠方であるため、保護者が審判や面会になかなか
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赴けないこともあり、そういったことが、より少年を孤立させ、少

年の更生にも影響が生じる」「遠いということは何をするにも対応

が後になるということを意味している。例えば、付添人が記録を閲

覧できるタイミングが遅くなれば、それを前提としたその後の対

応もその分遅くなる」「試験観察になった南佐久の少年が、周囲か

らの影響により再非行に至ってしまったことがあった。少年にも

その周囲にも、上田支部の裁判所の目がここまでは届いていない

だろうという心理が働いたと感じられた」等々の不都合事例が報

告されています。 

 （４）さらに、「押送を含む身柄付送致事件の処理態勢」の点について、

佐久支部では通常刑事事件を取り扱っており、佐久支部において少

年事件を取り扱うことになったとしても、この点で問題が生ずると

は考えられません。 

 （５）加えて、「少年鑑別所や保護観察所等の関係機関との距離」の点に

ついてですが、まず少年鑑別所及び保護観察所は長野県内には長野

市にしか存在せず、現状において、佐久支部よりも遠方である複数

の県内他支部においても少年事件を取り扱っていることからすれ

ば、佐久支部が少年鑑別所や保護観察所から遠方であることが少年

事件を取り扱わない理由にはなりません。むしろ、重要な関係機関

である児童相談所は上田支部管内には存在せずに、佐久市内に存在

しており、佐久支部が少年事件を取り扱うことで、少年の更生に当

たって佐久支部と佐久児童相談所との間で有意義な連携関係を築

くことできます。 





会 長 佐久広域連合 広域連合長 栁 田 清 二

副 会 長 佐久広域連合議会 議長 清水 秀三郎

副 会 長 長野県議会 議員 小 山 仁 志

監 事 佐久児童相談所 所長 渕 上 瑞 江

監 事 長野県司法書士会 副会長 宮 川 巧

佐久広域連合議会 副議長 今 井 英 昭

長野県議会 議長 依 田 明 善

長野県議会 議員 山 岸 喜 昭

長野県議会 議員 花 岡 賢 一

長野県議会 議員 藤 岡 義 英

長野県議会 議員 大 井 岳 夫

長野県弁護士会 会長 齋 藤 泰 史

佐久調停協会 会長 大 井 基 弘

佐久保健福祉事務所 所長 清 水 裕 美

長野県社会福祉士会 会長 吉 澤 利 政

佐久地区更生保護女性会 会長 木 内 咲 子

南佐久地区更生保護女性会 会長 田 村 節 子

事務局長 長野県弁護士会 地域司法計画推進委員会 委員長 大 井 基 弘

事 務 局 佐久広域連合 事務局長 武 者 泰 雄

事 務 局 佐久広域連合 事務局次長 庶務課長 木 次 洋 史

事 務 局 佐久広域連合 事務局 庶務課 企画係長 原 卓 英

事 務 局 佐久広域連合 事務局 庶務課 企画係 茂 木 啓 一

（令和７年８月１日現在）
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 令和７年８月４日 

 

最高裁判所長官 今崎幸彦 様 

 

 

藤沢簡易裁判所管内への家庭裁判所出張所設置を求める要望書 

 

 

第１ 要望の趣旨  

当「藤沢簡易裁判所に横浜家庭裁判所出張所の併設を求める協議会」

は、藤沢簡易裁判所管内の地域（藤沢市、茅ヶ崎市、大和市、海老名市、

綾瀬市、寒川町）への横浜家庭裁判所出張所設置を要望します。 

 

第２ 要望の理由 

１ はじめに  

（１）平成１３（２００１）年に発表された司法制度改革審議会の意見書

には、「国民の期待に応える司法制度とするため、司法制度をより利

用しやすく、分かりやすく、頼りがいのあるものとする」ことが謳わ

れ、「国民の期待に応える司法制度の構築（制度的基盤の整備）」が、

目標として掲げられていました。 

また、同意見書には、「種々の制度改革を実りある形で実現する上で

も、その直接の担い手となる法曹の質・量を大幅に拡充することは不

可欠である」とも謳われ、「司法制度を支える法曹の在り方（人的基盤

の拡充）」が目標として掲げられていました。 

（２）しかし、その後２０年以上が経過した現在、裁判所及び検察庁の支

部や家庭裁判所出張所、簡易裁判所等の、地域における司法基盤の整

備は遅々として進んでおらず、地域によっては、市民が司法サービス

を受ける上で様々な支障が生じています。 

以下に述べるような社会の変化と時代の要請に応えるべく、出張所

を含めた家庭裁判所の人的・物的体制をより一層強化する必要があり

ます。 
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２  家庭をめぐる問題の変化 

（１）我が国の離婚の内、家庭裁判所を利用しない協議離婚の割合は約９

割となっていますが、離婚の際に養育費について取り決めをしなかっ

たり、取り決めをしても約束通り支払われなかったりすることが多く、

このことが、養育費の不払いや貧困といった社会問題につながってい

ます。 

家庭裁判所の調停や審判において、養育費について取り決めが行わ

れれば、養育費の支払いがより確実になることが予想され、少子高齢

化社会の中で、未来を背負う子どもの命を保護し、健全な成長を図る

ためにも、家庭裁判所はより身近な存在になる必要があります。 

（２）そして、子の親権や監護権、面会交流などをめぐる、複雑かつ困難

な事件も急増しています。 

また、令和６（２０２４）年５月１７日に可決成立した改正民法に

おいて、父母以外の親族との面会交流に関する審判（第７６６条の２）

や、共同親権者間で協議が調わない場合の親権単独行使に関する決定

（第８２４条の２第３項）などが新たに定められたことにより、今後

家庭裁判所の新受件数が更に増加することは必至です。 

現在、裁判手続きのＩＴ化が議論されていますが、このような困難

事件の適切な解決のためには、裁判所における対面での丁寧な審理や

手続きが必要不可欠です。 

（３）また、児童虐待の増加が社会問題化する中、児童相談所による虐待

児童の一時保護について裁判所での審査対象を増やすなどの法改正

も行われており、今後、児童虐待問題に対する、家庭裁判所のより一

層の関与が求められていくことと思われます。 

（４）さらに、成年後見制度の利用促進は、超高齢化社会における喫緊の

課題です。平成２９（２０１７）年３月に閣議決定された、成年後見

制度利用促進基本計画は、「成年後見制度の利用の促進による事件数

の増加に対応できるよう、裁判所の必要な体制整備が望まれる」とし

ています。成年後見に関する手続を利用しやすくし、地域連携ネット

ワークを構築・拡充するためには、家庭裁判所が積極的に役割を果た

すことが重要です。 
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３ 家事事件数の増加 

（１）横浜家庭裁判所本庁が新規に受け付ける年間の事件数（新受件数）

は、平成１３（２００１）年は１万９３６３件、令和３（２０２１）

年は４万４７５２件と、２０年で約２．３倍に増加しています。 

横浜家庭裁判所 家事事件新受件数 

 2001 2006 2011 2016 2021 

横浜本庁 19,363 24,172 28,073 37,505 44,752 

川崎支部 5,111 6,509 7,442 9,777 12,730 

相模原支部 3,626 4,507 5,042 6,641 8,809 

横須賀支部 2,542 3,332 3,969 5,234 5,905 

小田原支部 5,312 6,815 7,987 10,970 12,235 

（２）自治体が行っている法律相談においても、離婚や相続などの家庭問

題に関する相談件数は多く、例えば、平成２８（２０１６）年度から

令和２（２０２０）年度に藤沢簡裁管内の５市１町で実施された法律

相談において、全ての相談数の内、家庭問題に関する相談が占める割

合は、平均４０％を超えています。 

藤沢簡裁管内 自治体法律相談件数 

 2016 2017 2018 2019 2020 合計 

法律相談件数全体 3,656 3,471 3,642 3,524 2,942 17,235 

家事関連相談件数 1,709 1,514 1,651 1,576 1,295 7,745 

家事関連相談割合 46.7% 43.6% 45.3% 44.7% 44.0% 44.9% 

これらのデータは、家庭をめぐる法律問題が増え、家庭裁判所への

期待が高まっていることの表れというべきです。 

（３）また、上記のとおり事件数が激増した横浜家庭裁判所本庁では、待

合室は混み合い、調停室の数も足りないなどの理由により、期日が入

りにくく、裁判官、書記官、調査官等の一人あたりの担当事件が増加

するなど、人的物的整備が追いついていない様子が窺えます。 

 

４ 藤沢簡易裁判所管内地域の人口増加 

（１）藤沢簡易裁判所管内の５市１町の人口は、令和７（２０２５）年７

月１日時点で１２０万５９１４人となっており、神奈川県内では、横
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浜市（３７７万３４７６人、）川崎市（１５５万７６８３人）に次ぐ人

口を擁する地域に成長し、横浜家庭裁判所の横須賀支部管内（４９万

４０５５人）、相模原支部管内（８５万４５３３人）、小田原支部管内

（１０５万２５７３人）よりも、多くの管内人口があります。 

しかも、平成４（１９９２）年と比較して、３０年余りで、管内人

口が２０万人以上増加しています。 

藤沢簡裁管内 人口（2025 年は 7 月 1 日時点） 

  1992 2002 2012 2025 

藤沢市  355,741 348,400 414,530 443,682 

茅ヶ崎市  204,329 222,804 236,274 245,083 

大和市  199,664 215,401 230,305 244,612 

海老名市  108,509 119,161 128,122 141,464 

綾瀬市  79,272 81,408 83,426 82,681 

寒川町  45,457 46,462 47,509 48,392 

合計  992,972 1,033,636 1,140,166 1,205,914 

また、管内に事務所を置く弁護士の数も、３０年余りで、５倍以上

に増えています。 

藤沢簡裁管内 弁護士数（2025 年は 7 月 18 日時点） 

  1992 2002 2012 2024 

藤沢市  14 20 28 67 

茅ヶ崎市  4 3 5 11 

大和市  0 2 15 11 

海老名市  2 2 8 23 

綾瀬市  0 0 0 4 

寒川町  0 0 1 1 

合計  20 27 57 117 

そして、管内面積は約１９４．４６㎢であり、川崎支部管内（約１

４２．７㎢）や横須賀支部管内（約１６７．３８㎢）よりも広くなっ

ています。 

全国には、藤沢簡易裁判所管内よりも人口の少ない県が１７あり、

それらの県には、家庭裁判所本庁のほかに支部も存在していることか
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藤沢簡易裁判所に横浜家庭裁判所出張所の併設を求める協議会 

構成団体 

 

藤沢市                     

茅ヶ崎市                    

大和市                     

海老名市                    

綾瀬市                     

寒川町                     

神奈川県中央児童相談所             

藤沢商工会議所                 

神奈川県弁護士会                

神奈川県司法書士会               

神奈川県行政書士会               

一般社団法人神奈川県不動産鑑定士協会      

神奈川県土地家屋調査士会            

社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会       

社会福祉法人藤沢市社会福祉協議会        

社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉協議会       

社会福祉法人大和市社会福祉協議会        

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会       

社会福祉法人綾瀬市社会福祉協議会        

社会福祉法人寒川町社会福祉協議会        
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別紙要望書３                  

 

令和７年８月４日 

最高裁判所長官 

今崎 幸彦 様 
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要 望 書 

 

 

第１ 要望事項 

 １ 調停事件の当事者から、家庭裁判所出張所での出張事件処理やウェブ会議を

利用した調停の実施希望があった場合には、かかる希望を尊重し、これらを積

極的に実施すること 

 ２ 上記１を実施するための十分な人員を家庭裁判所出張所や最寄りの本庁・支

部に配置すること 

 ３ 出張所管内に住所がある調停事件の当事者に対し、リーフレットを配布する

などの方法により、出張事件処理やウェブ会議を利用した調停が可能であるこ

とを説明し、そのうえで、当事者の意向を確認すること 

 ４ 裁判所のホームページの手続案内に出張事件処理やウェブ会議を利用した調

停が可能であることを掲載するなどの方法により、当該制度を広く市民に周知

すること 

 

第２ 要望理由 

１ 出張事件処理やウェブ会議を利用した調停の積極実施（要望事項１）及びそ

のために必要となる十分な人員の配置（同２）について 

当協議会は、令和６年１２月１３日、新潟県の家庭裁判所出張所（以下「出

張所」という。）の機能充実等を求めて、新潟県内の各自治体や県議会議員、

弁護士会等を構成員として設立いたしました。 

  これに先立つ令和３年８月２６日、出張所所在地域の５つの自治体（柏崎

市、十日町市、糸魚川市、南魚沼市、村上市）の各市長が、新潟家庭裁判所に

対し、「新潟家庭裁判所出張所に関する要望書」を持参し、家事審判や家事調

停が実施されるよう、十分な人員を配置することを求めましたが、以下のとお

り、出張事件処理の件数を含む現在の出張所の利用状況等に鑑みると、未だに

実現しているとはいえません。 

  新潟県内には５か所の出張所がありますが、十日町出張所を除く４出張所に

おいて、各出張所が所属する支部の取扱事件のうち、相手方が各出張所管内在

住者である事件の年間平均件数（平成２７年度から平成３０年度）は、村上出

張所約５０件、柏崎出張所約６３件、南魚沼出張所約５１件、糸魚川出張所約

３１件と相当数ある一方、出張事件処理が行われた件数は、以下のとおり、 

年間０～３件に留まっているのが現状です。 
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①平成２８年 村上出張所１件 

②平成２９年 糸魚川出張所２件 

③平成３０年 柏崎出張所１件・村上相談所１件 

④平成３１年／令和元年 ０件 

⑤令和２年度 柏崎出張所２件 

⑥令和３年度 柏崎出張所１件 

⑦令和４年度 柏崎出張所２件、南魚沼出張所１件 

⑧令和５年度 柏崎出張所１件 

⑨令和６年度 南魚沼出張所１件 

※口頭又は書面で出張事件処理を希望する申出がなされた件

数は村上出張所２件（いずれも不実施）、南魚沼出張所１

件（実施） 

  家事調停の相手方が各出張所管内在住者であれば各出張所に管轄があり、さ

らに申立人も各出張所管内在住者であれば当事者双方が各出張所管内在住であ

ることから、このような場合には遠方の支部ではなく各出張所を利用すること

が、当事者の時間的、心理的、経済的負担を軽減でき、当事者の意向に沿うで

あろうことは疑いがありません。 

  出張事件処理やウェブ会議を利用した調停の実施の判断は住民に寄り添った

ものであるべきで、住民がこれらを希望する場合には積極的に実施すべきで

す。 

そして、これらを実施するためには、当事者から要望があれば出張事件処理

やウェブ会議を利用した調停ができるだけの十分な人員（裁判官、書記官及び

事務官）を家庭裁判所出張所や最寄りの本庁・支部に配置することが必要で

す。 

距離や人員の不足による問題で出張所が利用できない事態は起こってはなら

ず、地域住民の権利擁護・裁判を受ける権利の保障の観点から、地域内の身近

な家庭裁判所の機能の充実が十分に図られることは切実な願いであるといえま

す。 

 

２ 出張事件処理及びウェブ会議を利用した調停の積極的な周知及び説明（要望

事項３，４）について 

 貴庁からの令和７年４月１０日付け回答書によれば、出張事件処理やウェブ

会議を利用した調停に関する当事者への案内については「来庁者の意向に応じ

て」「必要に応じて」「口頭で案内している」というものでした。 
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 しかし、多くの住民は、そもそも家庭裁判所出張所での出張事件処理やウェ

ブ会議を利用した調停という制度があることを知りません。調停を申し立てよ

うとする当事者に、出張所やウェブ会議を利用した調停ができることが案内さ

れなければ、家庭裁判所出張所で調停ができるようにしてほしいとの希望の出

しようがありません。 

また、出張所で受け付けられた調停事件がすべからく最寄りの支部に回付さ

れ、当該支部から当事者に呼出状が届けば、当事者は、当然、当該支部に出頭

しなければなりません。このとき、出張所での出張事件処理やウェブ会議を利

用した調停も可能であることを知らされなければ、当事者も、出張所やウェブ

会議の利用による実施の希望を出しようがありません。 

住民の権利擁護・裁判を受ける権利の保障の観点からすれば、まずもって、

出張所での出張事件処理やウェブ会議を利用した調停が可能であることが確実

に当事者に知らされるべきであり、そのうえで、当該制度の利用の意向がある

かどうかの確認が行われる必要があるものと考えます。 

例えば、出張所での出張事件処理やウェブ会議を利用した調停が可能である

ことを分かりやすく説明したリーフレットを作成して窓口に備え置き、手続案

内の際に当該リーフレットを来庁者に交付する方法が考えられます。あわせて

出張事件処理やウェブ会議を利用した調停の実施希望の有無をチェック方式で

記入できる回答書を作成して交付し、調停申立ての際に当該回答書を一緒に提

出していただくことにより意向を確認する方法が考えられます。 

また、相手方当事者に対しては、調停期日呼出状の送付の際に上記リーフレ

ットと上記回答書とを同封し、各種照会書を裁判所に提出していただく際に一

緒に回答書を提出していただくことにより意向を確認する方法が考えられま

す。 

さらに、最寄りの裁判所出張所で調停ができることが住民に広く知らされて

いなければ、裁判所の手続案内に訪れる以前に、そもそも裁判所の調停を利用

して紛争を解決しようと思わず、そのまま権利の実現を断念してしまうおそれ

があります。そのため、本協議会では最寄りの出張所でも調停ができることを

住民に広く周知・広報することといたしております。 

裁判所におかれても、貴庁のホームページの手続案内に出張事件処理やウェ

ブ会議を利用した調停が可能であることを掲載するなどの方法により、当該制

度の存在を広く市民に周知していただきたく、要望いたします。 

以上 
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（令和７年８月１日現在） 

 

新潟家庭裁判所出張所の充実を求める協議会  会  長 村 上 市 長 高橋 邦芳 

 副会長 糸魚川市長 久保田 郁夫 

 副会長 新潟県議会議員  与口 善之 

 監 事 新潟県弁護士会会長 今井 慶貴 

  柏 崎 市 長 櫻井 雅浩 

  十日町市長 関口 芳史 

  南魚沼市長 林  茂男 

  新潟県議会議員 小野 峯生 

  新潟県議会議員 片野  猛 

  新潟県議会議員 樋口 秀敏 

  新潟県議会議員 笠原 晴彦 

  新潟県議会議員 尾身孝昭 

  新潟県議会議員 小山大志 

  新潟県議会議員 中村康司 

 事務局長 新潟県弁護士会 佐藤克哉 
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別紙要望書４ 

令和７年８月４日 

 

最高裁判所長官  

今 崎 幸 彦 様 

 

 

長野家庭裁判所大町出張所及び大町簡易裁

判所の機能及び人的物的基盤の拡充を求める

要望書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大町の裁判所の充実を求める協議会 
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要 望 書 

 

 要望の趣旨 

  長野家庭裁判所大町出張所及び大町簡易裁判所について、下記のとおり要望しま

す。 

記 

１ 家裁大町出張所を、速やかに受付出張所ではない通常の家裁出張所

とすること。 

２ 家裁大町出張所に速やかに裁判官を常駐させること。 

３ 家裁大町出張所に速やかに家庭裁判所調査官を常駐させること。 

４ 大町の裁判所庁舎に速やかに児童室（調査室・試行面会施設）を

設置すること。 

５ 大町の裁判所庁舎のトイレを速やかに洋式化すること。 

６ 大町の裁判所庁舎に来庁者用コピー機を速やかに設置すること。 

 

要望理由 

１ 家裁大町出張所を、速やかに受付出張所ではない通常の家裁出張所とすること。 

大北地域（長野県大町市、池田町、松川村、白馬村、小谷村）には、長野家庭裁

判所大町出張所（以下「家裁大町出張所」といいます。）及び大町簡易裁判所（以

下あわせて「大町の裁判所」といいます。）があり、このうち家裁大町出張所は、
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家事事件の受付事務と、裁判官又は調停委員会が行うことを判断した出張調停・出

張審判のみを行う「受付出張所」であります。 

全国に 20か所ある受付出張所の半数では、ほとんど出張調停が実施されてい

ないのが実情であり、例年 100回を超える出張調停がなされている家裁大町出張

所の現在の運用も、安定的なものとは言いがたい状況にあります。また、家裁大

町出張所においては、家事審判は行われておらず、高齢化が進む中、成年後見手

続の関係者は、長野家庭裁判所松本支部（以下「家裁松本支部」という。）まで

足を運ばなければならない状況であります。 

  家庭裁判所は住民にとってアクセスしやすいことが不可欠でありますが、特

に、大北地域の交通事情や冬季の積雪などの事情に加え、高齢者、障がいを持つ

住民や幼い子どもを育てている住民、山間部に居住する住民等にとっては、ただ

でさえ家庭の問題を抱えて心細い状況において、家裁松本支部まで出向かなけれ

ばならない状況は酷であります。また、家庭裁判所が扱う問題は、人間の心の機

微に関わり、ＩＴによっても大部分は決して補えるものでもありません。 

家裁大町出張所を「受付出張所」とする現在の状況は、住民が抱える問題を解

決し、住民の権利を守るべき裁判所のあり方として正しいものとは言えないこと

から、裁判所に対する国民の信頼を損ねることのないよう、家裁大町出張所を速

やかに受付出張所ではない通常の家裁出張所としていただくよう要望いたしま

す。 

 

２ 家裁大町出張所に速やかに裁判官を常駐させること。 

大町の裁判所には裁判官が常駐しておらず、家裁大町出張所に家裁松本支部か

ら裁判官１名が来庁して月に１～２回、職務を行っておりますが、家事調停の期
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日調整の選択肢が制約されるなど、解決までの期間も長期化するおそれがありま

す。 

近時、家族や価値観の多様化に伴い、家事事件は増加かつ、複雑化の傾向にあ

り、令和８年の共同親権制度導入により、その傾向が強まることは明白であり、

家裁大町出張所に裁判官が常駐していない状況は、住民の権利を制限することに

もなりますことから、速やかに裁判官を常駐していただきますよう要望いたしま

す。 

 

３ 家裁大町出張所に速やかに家庭裁判所調査官（以下「家裁調査官」という。）

を常駐させること。 

家裁調査官は、心理学や面接技法等を活かして、子どもの心情・意向を調査す

るほか、手続の進行を支援する専門職員であり、家庭裁判所に欠かせない存在で

ありますが、家裁大町出張所には家裁調査官が常駐しておりません。 

  現在の家裁大町出張所では、家裁調査官の支援を要する事件が行われることが

「予め分かっているとき」に、家裁松本支部の家裁調査官が来庁しております

が、家事事件は予測できないことが起こるものであり、家事調停を適切に進める

ためには、家事調停の実施中には常に家裁調査官の支援を得られる必要がありま

すことから、家裁大町出張所に家裁調査官を常駐していただきますよう要望いた

します。 

 

４ 大町の裁判所庁舎に速やかに児童室（調査室・試行面会施設）を設置するこ

と。 

  児童室とは、家事事件で子どもの調査を行う際、子どもが緊張しないよう、靴

を脱いで上がるカーペット敷き等にするほか、ぬいぐるみ、おもちゃ等を備え、
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家裁調査官が一緒に遊びながら話を聞くなど、子どもの様子を観察できるよう作

られた部屋です。試行的面会交流（親子間の交流を試験的に実施し、その様子を

観察する）で使用することも多く、隣接する部屋からマジックミラーやビデオリ

ンクで様子を見ることができる設計が多く、裁判所内で試行面会を行う際には、

児童室等の試行面会施設は必須であります。 

  しかし、大町の裁判所庁舎には児童室がないため、大北地域に暮らす子どもの

試行面会は、松本支部庁舎まで出向いて行うことになります。大北地域の子ども

達は、ただでさえ両親の離婚問題等で心を痛める中、移動時間のために学校を早

退しなければならないようなことも増えることになります。更に、子どもに対す

る調査を現在の大町の裁判所庁舎で行う場合、どの部屋も殺風景で、子どもは緊

張や不安のため適切な調査ができないおそれもありますことから、大町の裁判所

庁舎に速やかに児童室を設置いただきますよう要望いたします。 

 

５ 大町の裁判所庁舎のトイレを速やかに洋式化すること。 

大町の裁判所庁舎のトイレは、車椅子利用者用トイレ以外は和式です。高齢化、

バリアフリー化、一般家庭における洋式トイレの普及に加え、事故防止等の観点か

らも、洋式化いただきますよう要望いたします。 

 

６ 大町の裁判所庁舎に来庁者用コピー機を速やかに設置すること。 

大町の裁判所庁舎には、来庁者が利用できるコピー機が設置されておりません。 

事件関係者には、裁判所が保管する事件記録の謄写が認められておりますが、庁

舎外には記録を持ち出せないため、大町の裁判所では、デジタルカメラなどの機器

を自ら持参して撮影等するしかない状況にありますことから、大町の裁判所庁舎

に速やかに、来庁者用コピー機を設置いただきますよう要望いたします。 
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社会福祉法人 大町市社会福祉協議会 会長 諏訪  光昭 

社会福祉法人 池田町社会福祉協議会 会長 中嶋  一光 

社会福祉法人 松川村社会福祉協議会 会長 原  勇 一 

社会福祉法人 白馬村社会福祉協議会 会長 吉田  久夫 

社会福祉法人 小谷村社会福祉協議会 会長 中村  義明 

事務局長  長野県弁護士会 会員            宮井 麻由子 

幹  事  大町市総務部長               田中  久登 

幹  事  大町市総務部庶務課長            大羽  英樹 

幹  事  池田町住民課長               滝沢  健彦 

幹  事  松川村住民課長               中 村  彰 

幹  事  白馬村住民課長               堤  則 昭 

幹  事  小谷村住民福祉課長             鷲澤  美幸 
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